
自衛隊への個人情報提供につい自衛隊への個人情報提供につい
てて
問　本人の同意なく、自衛隊へ
の18歳、22歳の個人情報提供は、
憲法および個人情報保護法（※）

第69条に抵触しないか。本年度
の対象者数、法的根拠、提供後
の取り扱い、提供を希望しない
「除外申出」の取り組みについて

答（市長）自衛隊法第97条第１
項に基づく国からの法定受託事
務であり、自衛官の募集につい
て協力するべきものと考える。

答（総務部長兼危機管理監）個
人情報保護法第69条第１項の
「法令に基づく場合」に該当す
る。対象者数は 2,438 人であり、
提供された情報を基に、自衛官
募集案内を配布している。除外
申出については、市ホームペー
ジに受付様式を掲載しており、
今後広報等の周知を検討する。

（仮称）古河市新公会堂市民委（仮称）古河市新公会堂市民委
員会について員会について
問　第５回市民委員会では、傍
聴者に初めて資料が配布された

が、①新たな建設候補地につい
て②市全体の声を聴ける規模の
ワークショップとなっているの
か、位置付けについて③大ホー
ルを1,500席から1,300席にし
た根拠、経緯は。④市のＰＦＩ
による建設・管理運営計画の考
え方について

答（企画政策部長）①古河警察
署西側跡地を候補地としたが、
買い取り提示額が高額のため不
調となった。②中高生32人、市
民約30人で議論し、意見内容を
ニュースレターにまとめ発行し
ている。③全国的な客席と稼働
率を検証し、学校行事等の利用
を見込んで想定した。④民間事
業者の参入意欲を高める事業ス
キームを検討しており、市民委
員会で議論した上で反映させる。

秋庭　　繁 議員

自治会・行政区について自治会・行政区について

問　加入率の低下、未加入者の
ごみ集積所の利用、自治会の在
り方の見直しなどが全国的な問
題である。一方、防災や地域福
祉における役割はますます重要
になる。①ごみ集積所の統一
ルールが必要では。②自治会の
必要性を分かりやすく周知すべ
きでは。③持続可能性を考え、
住民・自治会・行政の役割や責
務を明確化する条例が必要では。

答（市長）②自治会等がなかっ
た場合、実際どうなるのか、必
要性に焦点を当てたチラシなど
を作成し、未加入者の理解が得
られるよう努めたい。
答（市民部長）①自治会等で独
自ルールがあるが、全国的な課
題であるので先進事例を参考に
研究していく。③10月下旬に長
野県小諸市で視察研修を開催予
定である。自治会加入が明記さ
れている条例が制定された後の
状況を伺い、勉強していきたい。

今年度からの新型コロナワクチ今年度からの新型コロナワクチ
ン接種についてン接種について
問　①ワクチン接種はどう変わ
るか。②副反応の情報公開が不
十分であり、健康被害救済制度
の認定件数が増え続ける中での
市独自の助成金に違和感がある。

市の推進により起きた健康被害
について市の責任はないのか。

答（市長）②重症化しやすい高
齢者においては、助成すること
で希望者が接種しやすくなると
考える。市民自らが選択できる
よう丁寧に情報発信していく。
答（健康推進部長）① 65 歳以
上の方が定期接種対象で、それ
以外の方が任意接種となる。②
健康被害は極めてまれだが、副
反応等を周知し、相談では市民
に寄り添った対応を心掛ける。

古川　一美 議員

コロナワクチン以外
のワクチン全種類
（1977～2021）

インフルエンザ
ワクチン

（1977～2021）

コロナワクチン
（2021～2024）

被害認定総数

死亡認定

後遺障害認定

死亡認定＝死亡一時金・葬祭料の給付件数。後遺障害認定＝障害年金の給付件数。
コロナワクチン認定件数のデータは厚生労働省「疾病・障害認定審査会」の資料より。
コロナワクチン以外のデータは厚生労働省「予防接種健康被害救済制度　認定者数」より。

予防接種　健康被害救済制度に基づく認定件数
（2024年6月10日現在）
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